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 証 券 コ ー ド  6368 
 平 成 26 年 ６ 月 ６ 日 

株 主 各 位  

 東京都江東区新砂１丁目２番８号 

 

代表取締役社長 内 田 裕 行

第69回定時株主総会招集ご通知 

拝啓 平素は格別のご高配を賜り厚く御礼申しあげます。 
さて、当社第69回定時株主総会を下記のとおり開催いたします

ので、ご出席くださいますようご通知申しあげます。 
なお、当日ご出席願えない場合は、書面によって議決権を行使することができ

ますので、お手数ながら後記の株主総会参考書類をご検討のうえ、同封の議決権
行使書用紙に議案に対する賛否をご表示いただき、平成26年６月26日（木曜日）
午後５時までに到着するようにご返送くださいますようお願い申しあげます。 

敬 具 
記 

１．日   時  平成26年６月27日（金曜日）午前10時 
２．場   所  東京都江東区新砂１丁目２番８号 

当社本社ビル ２階会議室 
（末尾の株主総会会場ご案内図をご参照ください。） 

３．目 的 事 項 
報 告 事 項 １．第69期（平成25年４月１日から平成26年３月31日まで） 

事業報告の内容、連結計算書類の内容並びに会計監査人及
び監査役会の連結計算書類監査結果報告の件 

２．第69期（平成25年４月１日から平成26年３月31日まで） 
計算書類の内容報告の件 

決 議 事 項 
第１号議案 剰余金の処分の件 
第２号議案 取締役７名選任の件 
第３号議案 監査役１名選任の件 
第４号議案 補欠監査役２名選任の件 
第５号議案 取締役の報酬額改定の件 

４．その他株主総会招集に関する事項 
議決権の不統一行使につきましては、株主総会の３日前までに、議決権の不

統一行使を行う旨とその理由を書面により当社にご通知くださいますようお願
い申しあげます。 

以 上 
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開会時刻間際には会場受付が大変混雑いたしますので、お早めのご来場をお願
い申しあげます。なお、受付開始時刻は午前９時を予定しております。 

当日ご出席の際は、お手数ながら同封の議決権行使書用紙を会場受付にご提出
くださいますようお願い申しあげます。また、資源節約のため、本定時株主総会
招集ご通知をご持参くださいますようお願い申しあげます。 

当日は、節電への取り組みとして、会場内の冷房温度を高めに設定させていた
だく予定にしております。なにとぞ、趣旨をご理解いただき、ご了承くださいま
すようお願い申しあげます。 

本定時株主総会招集ご通知に際して提供すべき書類のうち、連結計算書類の連
結注記表及び計算書類の個別注記表につきましては、法令及び当社定款第17条の
定めに基づき、インターネット上の当社ウェブサイト（アドレスhttp://www. 
organo.co.jp/）に掲載しておりますので、本定時株主総会招集ご通知添付書類
には記載しておりません。従いまして、本定時株主総会招集ご通知添付書類に記
載しております連結計算書類及び計算書類は、会計監査人が会計監査報告を、監
査役及び監査役会が監査報告をそれぞれ作成するに際して監査をした連結計算書
類及び計算書類の一部であります。 

株主総会参考書類並びに事業報告、連結計算書類及び計算書類に修正が生じた
場合は、インターネット上の当社ウェブサイト（アドレスhttp://www.organo. 
co.jp/）に掲載させていただきます。 
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（添付書類） 
 

 

 

事 業 報 告 
平成25年４月１日から 
平成26年３月31日まで 

 

 

 

 
  １．企業集団の現況に関する事項 

(1) 事業の経過及びその成果 

 当連結会計年度におけるわが国経済は、政府の金融緩和政策、円高の修正

などを背景に、緩やかな景気回復に向かいつつも、債務危機に苦しむ欧州経

済や、成長に減速が見られる中国をはじめとした新興国経済の停滞などによ

り、全体として先行き不透明なまま推移しました。 

 当社グループを取り巻く市場環境は、国内では企業の設備投資や生産活動

に緩やかな持ち直しが見られるものの、本格的な回復には至らず、主たる海

外市場であるアジア地域においては、価格競争が一段と激しさを増しており、

引き続き厳しい状況にあります。 

 このような状況の下、当社グループは、平成25年度より３ヵ年の中期経営

計画をスタートさせ、「水処理事業分野における顧客のあらゆるニーズに対

して、ワン ストップ ソリューション（One Stop Solutions）が提供できる

企業グループの実現」を目指し、事業ポートフォリオの転換をさらに加速さ

せ、機動的な開発・製造・営業体制の構築を目指すとともに、一層のコスト

ダウン、工事力の強化により、収益の改善に取り組んでまいりました。 

 この結果、当連結会計年度は受注高655億１百万円（前連結会計年度比

8.7％増）、売上高620億９千６百万円（同6.9％減）となりました。また利

益面につきましては、営業利益８億３千３百万円（同76.2％減）、経常利益

11億７千万円（同70.1％減）、当期純利益６億６千４百万円（同74.1％減）

となりました。 

(          )
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 事業のセグメント別業績は次のとおりであります。 

＜水処理エンジニアリング事業＞ 

 当事業におきましては、国内において産業全般で受注は増加したものの、

電力分野をはじめとした設備投資やメンテナンス、改造工事の延期などによ

り売上は減少しました。 

 一方、海外においては電子産業分野を中心に順調に推移し、受注はほぼ前

連結会計年度並みとなりましたが、売上は増加しました。この結果、受注高

は458億１千４百万円（前連結会計年度比12.3％増）、売上高は421億１千２

百万円（同11.3％減）となりました。 

 利益面につきましては、売上高の減少のほか、売上構成が変化し、採算性

が低下した結果、営業損失６億９千１百万円（前連結会計年度は営業利益23

億２千１百万円）となりました。 

 

＜機能商品事業＞ 

 当事業におきましては、顧客工場の操業度が緩やかに回復している中、受

注高及び売上高はほぼ前連結会計年度並みとなる一方、採算性が向上した結

果、受注高196億８千６百万円（前連結会計年度比1.2％増）、売上高199億

８千３百万円（同3.8％増）、営業利益15億２千４百万円（同29.5％増）と

なりました。 

受 注 高 売 上 高 項目別
 
 
セグメント別 

金額 
(百万円) 構成比

前連結
会 計
年度比

金額 
(百万円) 構成比

前連結 
会 計 
年度比 

水 処 理 エ ン ジ
ニ ア リ ン グ 事 業 45,814 69.9% 12.3%増 42,112 67.8% 11.3%減 

機 能 商 品 事 業 19,686 30.1% 1.2%増 19,983 32.2% 3.8%増 

合 計 65,501 100.0% 8.7%増 62,096 100.0% 6.9%減 
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(2) 設備投資等の状況 

 当連結会計年度中において実施いたしました当社グループの設備投資の総

額は３億５千８百万円であります。 

 

(3) 資 金 調 達 の 状 況 

 特記すべき事項はありません。 

 

(4) 対 処 す べ き 課 題 

 当社グループは、近年国内外で大きく変動する経済環境だけでなく、水処

理ビジネスへの他業種からの相次ぐ参入、コスト競争の激化など厳しい事業

環境に対応するため、平成25年度を初年度とする３ヵ年の中期経営計画を推

進してまいりました。 

 しかしながら、各種産業における国内生産拠点の統廃合や海外移転など、

当社グループを取り巻く市場環境は、中期経営計画策定時の想定から大きく

変化しつつあります。当社グループは、これらの変化に適切に対応するため、

経営資源の集中と効率化、市場での競争力強化による中長期的な事業拡大を

目的として、当社の完全子会社７社の吸収合併を中心としたグループ再編を

行うことといたしました。 

 また、これらの変化も踏まえ、現在の中期経営計画で掲げた目標数値を見

直すこととし、グループ再編効果を最大限活かし、安定的に収益を確保でき

る体制整備を行い、平成27年度以降の新たな目標数値を再設定することとい

たします。 

 一方で現在の中期経営計画で定めた次の重点課題には引き続き取り組んで

まいります。 

 

・ 電力・電子産業における純水／超純水製造分野でのシェア確保 

・ 環境・排水事業分野における積極的な事業展開 

・ ソリューション・機能商品事業の更なる収益性の向上及び事業拡大 

・ 海外事業における地域市場特性に応じた技術・商品開発の推進 

・ コストダウン・工事力の強化 

・ 新商品、新事業の速やかな立上げ 

 

 これらの取り組みを通じて、「水処理事業分野における顧客のあらゆる

ニーズに対して、ワン ストップ ソリューション（One Stop Solutions）が

提供できる企業グループの実現」を目指してまいります。 
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(5) 財産及び損益の状況の推移 

第 66 期 第 67 期 第 68 期 
第 69 期 

(当連結会計年度) 区   分 
平成23年３月期 平成24年３月期 平成25年３月期 平成26年３月期 

受 注 高(百万円) 66,074 68,041 60,238 65,501 

売 上 高(百万円) 61,097 68,502 66,718 62,096 

経 常 利 益(百万円) 3,378 4,782 3,909 1,170 

当 期 純 利 益(百万円) 1,857 2,683 2,564 664 

１株当たり当期純利益(円) 32.24 46.57 44.52 11.53 

総 資 産(百万円) 78,590 84,709 85,309 76,852 

純 資 産(百万円) 41,116 43,015 45,207 44,252 

１株当たり純資産額(円) 707.12 740.57 777.05 768.24 

 

(6) 重要な親会社及び子会社の状況 

① 親 会 社 の 状 況 

 当社の親会社は東ソー株式会社で、同社は当社の株式を23,938千株（出

資比率41.3％、間接保有分を含む。）保有しております。 

 当社は東ソー株式会社から水処理薬品の原材料の一部などの仕入れを行

うとともに、同社に対し各種水処理装置及び関連薬品を販売するなどの取

引を行っております。 
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② 重要な子会社の状況 

会 社 名 資 本 金 当社の出資比率 主 要 な 事 業 内 容 

オルガノ北海道株式会社 20
百万円

100.0
％ 各種水処理装置及び関連薬

品の販売並びに付帯工事 

オルガノ東北株式会社 20
 

100.0
 各種水処理装置及び関連薬

品の販売並びに付帯工事 

オルガノ東京株式会社 40
 

100.0
 各種水処理装置及び関連薬

品の販売並びに付帯工事 

オルガノ中部株式会社 20
 

100.0
 各種水処理装置及び関連薬

品の販売並びに付帯工事 

オルガノ関西株式会社 50
 

100.0
 各種水処理装置及び関連薬

品の販売並びに付帯工事 

オルガノ九州株式会社 20
 

100.0
 各種水処理装置及び関連薬

品の販売並びに付帯工事 

オルガノプラントサービス株式会社 93
 

100.0
 各種水処理装置の据付工事

及び管理業務 

オルガノフードテック株式会社 50
 

100.0
 食品素材及び食品添加剤等

の販売並びに製造 

オルガノエコテクノ株式会社 50
 

100.0
 排水処理装置及び関連薬品

の販売並びに付帯工事 

オルガノアクティ株式会社 20
 

100.0
 印刷事業・各種保険の代理

業・管理業務受託業 

オルガノ（アジア）SDN.BHD. 7,000
千マレーシア
 リンギット ※100.0

 各種水処理装置及び関連薬
品の販売並びに付帯工事 

オルガノ（蘇州）水処理有限公司 5,000
千米ドル

100.0
 各種水処理装置及び関連薬

品の販売並びに付帯工事 

オルガノ・テクノロジー有限公司 30,000
千台湾ドル

100.0
 各種水処理装置及び関連薬

品の販売並びに付帯工事 

オルガノ（タイランド）CO.,LTD. 120,100
千タイバーツ

※100.0
 各種水処理装置及び関連薬

品の販売並びに付帯工事 

（注）１．※印の出資比率は、当社の子会社による間接保有分を含んでおります。 
２．当連結会計年度末より、オルガノエコテクノ株式会社は重要性が増したため、

重要な子会社といたしました。 

 

③ 企 業 結 合 の 成 果 
 当社の連結子会社は、「② 重要な子会社の状況」に記載した14社であ
り、持分法適用会社は２社であります。当連結会計年度の売上高は620億
９千６百万円（前連結会計年度比6.9％減）、当期純利益は６億６千４百
万円（同74.1％減）であります。なお、連結子会社のうちオルガノエコテ
クノ株式会社は貸借対照表のみを連結しております。 
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(7) 主 要 な 事 業 内 容（平成26年３月31日現在） 

事 業 区 分 主 要 製 品 ・ 事 業 内 容 

水処理エンジニアリング事業
大型水処理設備 

納入設備に係る維持管理業務 

機 能 商 品 事 業
標準型水処理装置 

各種水処理薬品及び食品添加剤 

 

(8) 主要な営業所及び工場（平成26年３月31日現在） 

当 社

本社：東京都江東区、つくば工場：茨城県つくば市、

いわき工場：福島県いわき市、開発センター：神奈川

県相模原市、北海道支店：北海道札幌市、 

東北支店：宮城県仙台市､中部支店：愛知県名古屋市､ 

関西支店：大阪府吹田市、中国支店：広島県広島市、 

九州支店：福岡県福岡市、台湾支店：台湾新竹市 

オ ル ガ ノ 北 海 道 株 式 会 社 本社：北海道札幌市 

オ ル ガ ノ 東 北 株 式 会 社 本社：宮城県仙台市 

オ ル ガ ノ 東 京 株 式 会 社 本社：東京都江東区 

オ ル ガ ノ 中 部 株 式 会 社 本社：愛知県名古屋市 

オ ル ガ ノ 関 西 株 式 会 社 本社：大阪府吹田市 

オ ル ガ ノ 九 州 株 式 会 社 本社：福岡県福岡市 

オルガノプラントサービス株式会社 本社：東京都文京区 

オルガノフードテック株式会社 本社：埼玉県幸手市 

オルガノエコテクノ株式会社 本社：東京都江東区 

オルガノアクティ株式会社 本社：東京都江東区 

オルガノ（アジア）SDN.BHD. 本社：マレーシア国スランゴール州 

オルガノ（蘇州）水処理有限公司 本社：中国江蘇省 

オルガノ・テクノロジー有限公司 本社：台湾新竹市 

オルガノ（タイランド）CO.,LTD. 本社：タイ王国バンコク都 
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(9) 従 業 員 の 状 況（平成26年３月31日現在） 

① 企業集団の従業員の状況 

事 業 区 分 従 業 員 数 前連結会計年度末比増減 

水処理エンジニアリング事業 1,428名 41名増 

機 能 商 品 事 業 322名 23名増 

全 社 （共 通） 146名 ３名減 

合 計 1,896名 61名増 

 

② 当社の従業員の状況 

従 業 員 数 前事業年度末比増減 平 均 年 齢 平 均 勤 続 年 数 

706名 23名増 41.2歳 14.5年 

 

(10) 主要な借入先の状況（平成26年３月31日現在） 

借 入 先 借 入 額 

株 式 会 社 み ず ほ 銀 行 3,900百万円 

株 式 会 社 日 本 政 策 投 資 銀 行 1,650百万円 

株 式 会 社 三 菱 東 京 Ｕ Ｆ Ｊ 銀 行 1,260百万円 

み ず ほ 信 託 銀 行 株 式 会 社 920百万円 

株 式 会 社 三 井 住 友 銀 行 840百万円 

 

(11) その他企業集団の現況に関する重要な事項 

① 完全子会社７社の吸収合併 

 当社は、平成25年12月24日開催の取締役会において、当社を存続会社と

して完全子会社であるオルガノ北海道株式会社、オルガノ東北株式会社、

オルガノ東京株式会社、オルガノ中部株式会社、オルガノ関西株式会社、

オルガノ九州株式会社及びオルガノ山下薬品株式会社の７社を吸収合併す

ることを決議し、平成26年４月１日付で吸収合併いたしました。 

② 水処理薬品分野等における業務提携 

 当社は平成25年７月９日に、片山ナルコ株式会社との間で日本国内にお

ける水処理関連薬品、プロセス関連薬品、その他水処理関連装置の各事業

に関する業務提携契約を締結し、両社による協業を開始しております。 



 

－  － 
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２．会社の株式に関する事項（平成26年３月31日現在） 

(1) 発行可能株式総数 126,960,000株 

(2) 発行済株式の総数       57,949,627株（自己株式347,559株を含む。） 

(3) 株 主 数          8,215名 

(4) 大 株 主 

株 主 名 持 株 数 持 株 比 率 

東 ソ ー 株 式 会 社 23,877千株 41.45％ 

日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社（信託口） 1,142千株 1.98％ 

ス テ ー ト  ス ト リ ー ト  バ ン ク 
ア ン ド  ト ラ ス ト  カ ン パ ニ ー 1,136千株 1.97％ 

株 式 会 社 み ず ほ 銀 行 1,000千株 1.74％ 

み ず ほ 信 託 銀 行 株 式 会 社 775千株 1.35％ 

CBNY-KOPERNIK GLOBAL ALL-CAP FUND 701千株 1.22％ 

日本マスタートラスト信託銀行株式会社（信託口） 665千株 1.15％ 

ケー ビー シ ー  セ キュ リテ ィ ーズ  エヌ ブイ
クライアンツ アカウント ノン トリーティー 630千株 1.09％ 

ノーザン トラスト カンパニー（エイブイエフシー）
ア カ ウ ン ト  ユ ー エ ス エ ル  ノ ン ト リ ー テ イ 520千株 0.90％ 

ザ チェース マンハッタン バンク エヌエイ
ロンドン エス エル オムニバス アカウント 454千株 0.79％ 

（注）持株比率は自己株式（347,559株）を控除して計算しております。 

 



 

－  － 
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３．会社役員に関する事項 
(1) 取締役及び監査役の氏名等（平成26年３月31日現在） 

氏 名 地 位 及 び 担 当 重 要 な 兼 職 の 状 況 

内 田 裕 行 取締役社長（代表取締役）  

山 根 修 二

取締役兼専務執行役員（代表取締役）（経営
企画部長 
監査室、秘書室、経営管理部、購買部、オル
ガノアクティ株式会社、環境テクノ株式会社
担当） 

 

奥 園 修 一
取締役兼常務執行役員（貿易管理室長 
法務特許部、環境安全品質保証部、開発セン
ター担当） 

 

浦 井 紀 久
取締役兼常務執行役員（エンジニアリング本
部長 
いわき工場担当） 

 

渡 邊 大 輔
取締役兼常務執行役員（産業プラント本部長
台湾支店、オルガノプラントサービス株式会
社、海外グループ会社担当） 

 

伊 藤 智 章
取締役兼常務執行役員（電力事業部、環境事
業部、機能材料部、つくば工場担当）  

豊 田 正 彦
取締役兼常務執行役員（機能商品本部長 
オルガノフードテック株式会社、オルガノ・
ハイテック有限会社担当） 

株式会社ホステック 
代表取締役会長 

古 内  力
取締役兼執行役員（国内支店、国内地域統括
会社、オルガノ山下薬品株式会社、オルガノ
エコテクノ株式会社担当） 

オルガノ東京株式会社 
代表取締役社長 

江 守 新八郎 取締役 

東ソー株式会社 常務取
締役（代表取締役） 
保土谷化学工業株式会社 
取締役 
ロンシール工業株式会社 
取締役 
東邦アセチレン株式会社 
取締役 

中 村 聖 和 常勤監査役  

中 根 俊 章 監査役  

星  一 也 監査役  

（注）１．監査役 中根俊章及び星 一也の両氏は、社外監査役であります。 
２．当事業年度中の取締役及び監査役の異動は次のとおりであります。 

① 平成25年６月27日開催の第68回定時株主総会終結の時をもって、取締役  
山村正春氏は辞任により退任いたしました。 

② 平成25年６月27日開催の第68回定時株主総会において、江守新八郎氏は新た
に取締役に選任され、就任いたしました。 

３．当社は、社外監査役 中根俊章氏を東京証券取引所の定めに基づく独立役員と

して指定し、同取引所に届け出ております。 



 

－  － 
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(2) 取締役及び監査役の報酬等の総額 

区 分 支 給 人 員 支 給 額 

取 締 役
（う ち 社 外 取 締 役）

10名
（－）

216百万円 
（ －） 

監 査 役
（う ち 社 外 監 査 役）

3名
（2）

37百万円 
（19） 

合 計 
（うち社外役員） 

13名
（2）

254百万円 
（19） 

（注）１．上記には、平成25年６月27日開催の第68回定時株主総会終結の時をもって退任

した取締役１名を含んでおります。 

２．取締役の支給額には、使用人兼務取締役の使用人分給与は含まれておりません。 

 

(3) 社外役員に関する事項 

① 他の法人等の業務執行者としての重要な兼職の状況及び当社と当該他の

法人等との関係 

該当事項はありません。 

 

② 他の法人等の社外役員等としての重要な兼職の状況及び当社と当該他の

法人等との関係 

該当事項はありません。 

 

③ 当事業年度における主な活動状況 

イ）取締役会及び監査役会への出席状況 

取 締 役 会 監 査 役 会 
 

出 席 回 数 出 席 率 出 席 回 数 出 席 率 

監査役 中 根 俊 章 16回中
16回 100％ 13回中

13回 100％ 

監査役 星  一 也 16回中
16回 100％ 13回中

13回 100％ 

 



 

－  － 
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ロ）取締役会及び監査役会における発言状況 

・監査役 中根俊章氏は、他社での役員としての経験に基づき、取締役

会及び監査役会において、海外子会社の資金調達及び出資比率増加、

子会社の経営管理、事業の採算性、他社との業務提携契約、技術開発

及び商品開発、知的財産、組織再編及びそれに伴う事業計画、人事制

度等について適宜発言を行っております。 

・監査役 星 一也氏は、他社での役員としての経験に基づき、取締役

会及び監査役会において、他社への出資、コンプライアンス体制整備、

組織再編に伴う社内規程類の整備等について適宜発言を行っておりま

す。 

 

④ 責任限定契約の内容の概要 

 当社と各社外監査役は、会社法第427条第１項及び当社定款の定めに基

づき、責任限定契約を締結しており、その契約の内容の概要は次のとおり

であります。 

・社外役員が職務をなすにあたり、任務を怠ったことにより当社に対し会

社法第423条第１項の損害賠償責任を負う場合は、会社法第425条第１項

に定める最低責任限度額を限度額とする。 

・上記の責任限定が認められるのは、当該社外役員が職務の遂行について、

善意でかつ重大な過失がないときに限るものとする。 



 

－  － 
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４．会計監査人の状況 
(1) 会計監査人の名称 

聖橋監査法人 

 

(2) 当事業年度に係る会計監査人の報酬等の額 

① 当事業年度に係る会計監査人としての報酬等の額 

34百万円 

② 当社及び当社子会社が支払うべき金銭その他の財産上の利益の合計額 

34百万円 

（注）当社と会計監査人との間の監査契約において、会社法に基づく監査と金融商品

取引法に基づく監査の監査報酬等の額を明確に区分しておらず、実質的にも区

分できないため、当事業年度に係る報酬等の額にはこれらの合計額を記載して

おります。 

 

(3) 非監査業務の内容 

 当社は、会計監査人に対して、公認会計士法第２条第１項の業務以外の業

務（非監査業務）である「電気事業者による再生可能エネルギー電気の調達

に関する特別措置法に関する認定申請に必要となる確認手続業務」を委託し

ております。 

 

(4) 会計監査人の解任又は不再任の決定方針 

 当社監査役会は、会計監査人が会社法第340条第１項各号に該当すると認

められ、その解任を相当とする場合は、監査役全員の同意により会計監査人

の解任を決定いたします。 

 この場合、監査役会が選定した監査役は、解任後最初の株主総会において、

会計監査人解任の旨及びその理由を報告いたします。 

 また、上記のほか、取締役会は、会計監査人の適格性、独立性を害する事

由の発生により、その適正な監査業務の執行に支障をきたすと判断し、監査

役会の同意を得た場合又は監査役会から請求を受けた場合、会計監査人の解

任又は不再任に関する議案を株主総会に提案いたします。 



 

－  － 
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５．会社の体制及び方針 
(1) 業務の適正を確保するための体制の整備 

 当社は、平成18年５月12日開催の取締役会において、業務の適正を確保す

るための体制（内部統制システム）の基本方針につき決議しましたが、平成

20年11月12日の取締役会にて、金融商品取引法に規定する「財務報告に係る

内部統制」への対応につき新たに定め、次のとおり、方針を決議いたしまし

た。 

① 取締役及び使用人の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保す

るための体制 

 当社は、コンプライアンス委員会を設置し、オルガノグループ企業行動

指針、社員行動規範、コンプライアンス宣言の周知徹底等、全社的な取り

組みを行い、内部通報規程に基づき、常にその実効性を確保する。 

 また、内部監査部門は、業務執行及びコンプライアンスの活動状況に関

して、定期的な監査を実施する。 

 なお、当社グループの財務報告を適正に行うため、金融商品取引法に規

定する「財務報告に係る内部統制」について、整備統括部門である経営管

理部門が中心になって整備運用活動を推進し、評価部門である内部監査部

門が独立的な評価を行う。 

 

② 取締役の職務の執行に係る情報の保存及び管理に関する体制 

 当社は、文書等情報管理規程、企業情報管理基本規程等の社内規程に従

い、取締役の職務執行に関連する文書その他の情報を適切に保存・管理す

る。 

 また、取締役及び監査役は、必要に応じてこれらの文書その他の情報を

閲覧できるものとする。 

  

③ 損失の危険の管理に関する規程その他の体制 

 当社は、経常的取引に係る経済的リスクや財務リスク等、日常の事業活

動におけるリスクについては、各部門が担当役員の下で自主的に管理を行

うとともに、危機管理基本規程に基づき、稟議規程その他、必要な規程や

体制を整備・運用する。 

 



 

－  － 
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④ 取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制 

 当社は、経営に係る重要事項に関し、経営戦略会議（原則毎年２回開

催）、経営会議（原則毎月２回開催）の審議を経て、取締役会（毎月１回

以上開催）で意思決定を行う。 

 事業運営においては、取締役会で承認された中期経営計画、単年度の利

益計画に基づいて全社的な目標を設定し、月次事業報告会（原則毎月１回

開催）において、各部門長に事業の進捗報告を行わせることにより、諸計

画の適切な実行を確保する。 

 

⑤ 当該株式会社並びにその親会社及び子会社から成る企業集団における業

務の適正を確保するための体制 

 当社は、グループ会社管理規程を定め、子会社等の健全かつ円滑な運営

を行い、所定事項について子会社等との定例会議、コンプライアンス活動

等を実施する。 

 また、内部監査部門は、業務執行に関して定期的な監査を実施する。 

 なお、連結財務諸表に係る内部統制の観点から、子会社における決算・

財務報告プロセスの整備、運用については経営管理部門が協力する。 

 

⑥ 監査役がその職務を補助すべき使用人を置くことを求めた場合における

当該使用人に関する事項 

 当社は、監査役会と協議の上、必要と認められる場合に補助すべき使用

人を設置する。 

 

⑦ 前号の使用人の取締役からの独立性に関する事項 

 当社は、前号に従って補助すべき使用人を設置する場合、人事に関する

事項の取扱いについては、監査役会と協議の上、定める。 

 

⑧ 取締役及び使用人が監査役に報告をするための体制その他の監査役への

報告に関する体制 

 取締役及び使用人は、会社に著しい損害を及ぼすおそれのある事実を発

見したときは、監査役に対し報告を行う。 

 また、監査役は、取締役会等の重要な会議に出席し、必要に応じて取締

役及び使用人に説明を求める。 

 



 

－  － 
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⑨ その他監査役の監査が実効的に行われることを確保するための体制 

 代表取締役は、監査役と経営全般に亘る事項について定期的な意見交換

を行う。 

 また、監査役は、会計監査人及び内部監査部門からの報告を受け、相互

連携を図り、必要に応じて弁護士等への相談を行う。 

 

(2) 株式会社の支配に関する基本方針 

 現在導入の予定はありません。                                       

 本事業報告中の記載数字は、金額については表示単位未満の端数を切り捨てております。 



 

－  － 
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連 結 貸 借 対 照 表  
（平成26年３月31日現在） 

（単位：百万円） 
 資 産 の 部 負 債 の 部 

科 目 金 額 科 目 金 額 

流 動 負 債 24,742 

支払手形及び買掛金 12,031 

短 期 借 入 金 7,677 

未 払 法 人 税 等 439 

前 受 金 1,553 

賞 与 引 当 金 844 

製 品 保 証 引 当 金 145 

工 事 損 失 引 当 金 171 

繰 延 税 金 負 債 8 

そ の 他 1,870 

固 定 負 債 7,857 

長 期 借 入 金 2,552 

繰 延 税 金 負 債 6 

退職給付に係る負債 5,171 

そ の 他 127 

負 債 合 計 32,599 

純 資 産 の 部 

株 主 資 本 44,730 

資 本 金 8,225 

資 本 剰 余 金 7,508 

利 益 剰 余 金 29,325 

自 己 株 式 △  328 

その他の包括利益累計額 △  478 

その他有価証券評価差額金 207 

繰 延 ヘ ッ ジ 損 益 4 

為替換算調整勘定 54 

退職給付に係る調整累計額 △  745 

流 動 資 産 

現 金 及 び 預 金

受 取 手 形 及 び 売 掛 金

リ ー ス 投 資 資 産

商 品 及 び 製 品

仕 掛 品

原 材 料 及 び 貯 蔵 品

繰 延 税 金 資 産

そ の 他

貸 倒 引 当 金

固 定 資 産 

有 形 固 定 資 産 

建 物 及 び 構 築 物

機 械 装 置 及 び 運 搬 具

土 地

建 設 仮 勘 定

そ の 他

無 形 固 定 資 産 

投資その他の資産 

投 資 有 価 証 券

繰 延 税 金 資 産

そ の 他

貸 倒 引 当 金

51,683

10,268

24,162

9,312

3,553

1,616

993

611

1,273

△  108

25,169

20,802

6,878

747

12,500

25

649

370

3,996

1,339

2,352

432

△  128 純 資 産 合 計 44,252 

資 産 合 計 76,852 負 債 純 資 産 合 計 76,852 



 

－  － 
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連 結 損 益 計 算 書  
平成25年４月１日から 
平成26年３月31日まで 

（単位：百万円） 
 科 目 金 額 

売 上 高 62,096 

売 上 原 価 47,542 

売 上 総 利 益 14,553 

販 売 費 及 び 一 般 管 理 費 13,720 

営 業 利 益 833 

営 業 外 収 益  

受 取 利 息 及 び 配 当 金 72  

固 定 資 産 賃 貸 料 28  

為 替 差 益 294  

そ の 他 65 460 

営 業 外 費 用  

支 払 利 息 99  

持 分 法 に よ る 投 資 損 失 3  

そ の 他 21 123 

経 常 利 益 1,170 

特 別 利 益  

固 定 資 産 売 却 益 1 1 

特 別 損 失  

固 定 資 産 廃 棄 損 5  

そ の 他 0 5 

税 金 等 調 整 前 当 期 純 利 益 1,166 

法 人 税 、 住 民 税 及 び 事 業 税 758  

法 人 税 等 調 整 額 △256 502 

少数株主損益調整前当期純利益 664 

少 数 株 主 利 益 － 

当 期 純 利 益 664 

 

(          )



 

－  － 
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連結株主資本等変動計算書 
平成25年４月１日から 
平成26年３月31日まで 

（単位：百万円） 

 株 主 資 本 
 

資 本 金 資 本 剰 余 金 利 益 剰 余 金 自 己 株 式 株主資本合計 

当 期 首 残 高 8,225 7,508 29,397 △325 44,805 

当 期 変 動 額  

剰 余 金 の 配 当 － － △  576 － △  576 

当 期 純 利 益 － － 664 － 664 

連結子会社の増加に伴う
利 益 剰 余 金 減 少 高

－ － △  159 － △  159 

自 己 株 式 の 取 得 － － － △ 4 △   4 

自 己 株 式 の 処 分 － － △   0 1 0 

株主資本以外の項目の
当 期 変 動 額 （ 純 額 ）

－ － － － － 

当 期 変 動 額 合 計 － － △  72 △ 3 △  75 

当 期 末 残 高 8,225 7,508 29,325 △328 44,730 

 
そ の 他 の 包 括 利 益 累 計 額 

 その他有価証券
評 価 差 額 金 繰延ヘッジ損益 為替換算

調整勘定

退職給付に
係 る
調整累計額

その他の包括利益
累 計 額 合 計

少数株主持分 純資産合計 

当 期 首 残 高 186 △0 △225 － △ 39 441 45,207 

当 期 変 動 額  

剰 余 金 の 配 当 － － － － － － △  576 

当 期 純 利 益 － － － － － － 664 

連結子会社の増加に伴う
利 益 剰 余 金 減 少 高

－ － － － － － △  159 

自 己 株 式 の 取 得 － － － － － － △   4 

自 己 株 式 の 処 分 － － － － － － 0 

株主資本以外の項目の
当 期 変 動 額 ( 純 額 )

21 4 280 △745 △438 △441 △  879 

当 期 変 動 額 合 計 21 4 280 △745 △438 △441 △  955 

当 期 末 残 高 207 4 54 △745 △478 － 44,252 

 
 

(          )



 

－  － 
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貸 借 対 照 表 
（平成26年３月31日現在） 

（単位：百万円） 
 資 産 の 部 負 債 の 部 

科 目 金 額 科 目 金 額 
流 動 負 債 18,067 

支 払 手 形 3,051 

買 掛 金 3,658 

短 期 借 入 金 6,030 

１年内返済長期借入金 1,500 

未 払 金 714 

未 払 法 人 税 等 46 

前 受 金 342 

預 り 金 1,938 

賞 与 引 当 金 362 

製 品 保 証 引 当 金 108 

工 事 損 失 引 当 金 27 

そ の 他 287 

固 定 負 債 6,117 
長 期 借 入 金 2,550 

退 職 給 付 引 当 金 3,503 

関係会社事業損失引当金 64 

負 債 合 計 24,185 
純 資 産 の 部 

株 主 資 本 36,878 
資 本 金 8,225 
資 本 剰 余 金 7,508 
資 本 準 備 金 7,508 

利 益 剰 余 金 21,473 
利 益 準 備 金 832 

そ の 他 利 益 剰 余 金 20,641 

配 当 引 当 積 立 金 140 

研 究 開 発 積 立 金 90 

固定資産圧縮積立金 30 

別 途 積 立 金 17,065 

繰 越 利 益 剰 余 金 3,315 

自 己 株 式 △  328 
評価・換算差額等 190 
その他有価証券評価差額金 191 

繰 延 ヘ ッ ジ 損 益 △   0 

流 動 資 産 

現 金 及 び 預 金

受 取 手 形

売 掛 金

リ ー ス 投 資 資 産

商 品 及 び 製 品

仕 掛 品

原 材 料 及 び 貯 蔵 品

前 渡 金

前 払 費 用

短 期 貸 付 金

繰 延 税 金 資 産

そ の 他

貸 倒 引 当 金

固 定 資 産 

有 形 固 定 資 産 

建 物

構 築 物

機 械 装 置

車 両 運 搬 具

工 具 器 具 備 品

土 地

建 設 仮 勘 定

無 形 固 定 資 産 

ソ フ ト ウ ェ ア

そ の 他

投資その他の資産 

投 資 有 価 証 券

関 係 会 社 株 式

長 期 貸 付 金

差 入 保 証 金

繰 延 税 金 資 産

そ の 他

貸 倒 引 当 金

関係会社投資損失引当金

36,836

1,852

380

17,985

9,257

2,546

1,119

700

126

174

1,912

349

494

△  63

24,416

18,923

5,770

248

665

1

531

11,680

25

227

200

27

5,265

585

2,818

0

42

1,719

157

△  36

△  21 純 資 産 合 計 37,068 
資 産 合 計 61,253 負 債 純 資 産 合 計 61,253 



 

－  － 
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損 益 計 算 書 
平成25年４月１日から 
平成26年３月31日まで 

（単位：百万円） 
 科 目 金 額 

売 上 高 34,747 

売 上 原 価 27,740 

売 上 総 利 益 7,007 

販 売 費 及 び 一 般 管 理 費 8,334 

営 業 損 失 1,327 

営 業 外 収 益  

受 取 利 息 及 び 配 当 金 1,901  

固 定 資 産 賃 貸 料 307  

そ の 他 79 2,288 

営 業 外 費 用  

支 払 利 息 100  

減 価 償 却 費 122  

固 定 資 産 税 38  

そ の 他 1 262 

経 常 利 益 697 

特 別 利 益  

関係会社投資損失引当金戻入額 164  

そ の 他 0 164 

特 別 損 失  

固 定 資 産 廃 棄 損 2  

関係会社事業損失引当金繰入額 21 23 

税 引 前 当 期 純 利 益 838 

法 人 税 、 住 民 税 及 び 事 業 税 39  

法 人 税 等 調 整 額 △ 344 △ 305 

当 期 純 利 益 1,144 

 

(          )



 

－  － 
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株主資本等変動計算書 
平成25年４月１日から 
平成26年３月31日まで 

（単位：百万円） 

 株 主 資 本 

資 本 剰 余 金 利 益 剰 余 金 
 

資 本 金
資本準備金 そ の 他

資本剰余金 利益準備金 そ の 他
利益剰余金

自 己 株 式 株 主 資 本 
合 計 

当 期 首 残 高 8,225 7,508 － 832 20,073 △325 36,314 
当 期 変 動 額  

剰 余 金 の 配 当 － － － － △  576 － △  576 
固定資産圧縮積立金の取崩 － － － － － － － 
別途積立金の積立 － － － － － － － 
当 期 純 利 益 － － － － 1,144 － 1,144 
自 己 株 式 の 取 得 － － － － － △ 4 △   4 
自 己 株 式 の 処 分 － － － － △   0 1 0 
株主資本以外の項目の
当期変動額（純額） － － － － － － － 

当 期 変 動 額 合 計 － － － － 567 △ 3 564 
当 期 末 残 高 8,225 7,508 － 832 20,641 △328 36,878 

 
評 価 ・ 換 算 差 額 等 

 
その他有価証券評価差額金 繰 延 ヘ ッ ジ 損 益 評価・換算差額等合計

純 資 産 合 計 

当 期 首 残 高 178 － 178 36,492 
当 期 変 動 額  

剰 余 金 の 配 当 － － － △  576 
固定資産圧縮積立金の取崩 － － － － 
別途積立金の積立 － － － － 
当 期 純 利 益 － － － 1,144 
自 己 株 式 の 取 得 － － － △   4 
自 己 株 式 の 処 分 － － － 0 
株主資本以外の項目の
当期変動額（純額） 13 △ 0 12 12 

当 期 変 動 額 合 計 13 △ 0 12 576 
当 期 末 残 高 191 △ 0 190 37,068 

 
（その他利益剰余金の内訳） 

 
配 当 引 当
積 立 金

研 究 開 発
積 立 金

固 定 資 産
圧縮積立金

別途積立金 繰 越 利 益
剰 余 金

合 計  

当 期 首 残 高 140 90 30 16,065 3,746 20,073  

当 期 変 動 額  

剰 余 金 の 配 当 － － － － △ 576 △  576  

固定資産圧縮積立金の取崩 － － △ 0 － 0 －  

別途積立金の積立 － － － 1,000 △1,000 －  

当 期 純 利 益 － － － － 1,144 1,144  

自 己 株 式 の 取 得 － － － － － －  

自 己 株 式 の 処 分 － － － － △   0 △   0  

株主資本以外の項目の
当期変動額（純額） － － － － － －  

当 期 変 動 額 合 計 － － △ 0 1,000 △ 431 567  

当 期 末 残 高 140 90 30 17,065 3,315 20,641  

                                      

 記載金額は表示単位未満を切り捨てて表示しております。 

(          )



 

－  － 
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連結計算書類に係る会計監査人の監査報告書 謄本 

 独立監査人の監査報告書  

 平成26年５月７日 
 オ ル ガ ノ 株 式 会 社  

 取締役会 御中  

 聖 橋 監 査 法 人  

 

指 定 社 員
業務執行社員 公認会計士 松 田 信 彦 

指 定 社 員
業務執行社員 公認会計士 朝 長 義 郎 

指 定 社 員
業務執行社員 公認会計士 濵 田  尊 

  

 

  当監査法人は、会社法第444条第４項の規定に基づき、オルガノ株式会社の平成25
年４月１日から平成26年３月31日までの連結会計年度の連結計算書類、すなわち、連
結貸借対照表、連結損益計算書、連結株主資本等変動計算書及び連結注記表について
監査を行った。 
 
連結計算書類に対する経営者の責任 
 経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準
拠して連結計算書類を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬に
よる重要な虚偽表示のない連結計算書類を作成し適正に表示するために経営者が必要
と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。 
 
監査人の責任 
 当監査法人の責任は、当監査法人が実施した監査に基づいて、独立の立場から連結
計算書類に対する意見を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に
公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監査法
人に連結計算書類に重要な虚偽表示がないかどうかについて合理的な保証を得るため
に、監査計画を策定し、これに基づき監査を実施することを求めている。 
 監査においては、連結計算書類の金額及び開示について監査証拠を入手するための
手続が実施される。監査手続は、当監査法人の判断により、不正又は誤謬による連結
計算書類の重要な虚偽表示のリスクの評価に基づいて選択及び適用される。監査の目
的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、当監査法人
は、リスク評価の実施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、連
結計算書類の作成と適正な表示に関連する内部統制を検討する。また、監査には、経
営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評
価も含め全体としての連結計算書類の表示を検討することが含まれる。 
 当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断し
ている。 
 
監査意見 
 当監査法人は、上記の連結計算書類が、我が国において一般に公正妥当と認められ
る企業会計の基準に準拠して、オルガノ株式会社及び連結子会社からなる企業集団の
当該連結計算書類に係る期間の財産及び損益の状況をすべての重要な点において適正
に表示しているものと認める。 
 
利害関係 
 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載す
べき利害関係はない。 

以 上

 



 

－  － 
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会計監査人の監査報告書 謄本 

 独立監査人の監査報告書  

 平成26年５月７日 
 オ ル ガ ノ 株 式 会 社  

 取締役会 御中  

 聖 橋 監 査 法 人  

 

指 定 社 員
業務執行社員 公認会計士 松 田 信 彦 

指 定 社 員
業務執行社員 公認会計士 朝 長 義 郎 

指 定 社 員
業務執行社員 公認会計士 濵 田  尊 

  

 

  当監査法人は、会社法第436条第２項第１号の規定に基づき、オルガノ株式会社の
平成25年４月１日から平成26年３月31日までの第69期事業年度の計算書類、すなわ
ち、貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書及び個別注記表並びにその附属
明細書について監査を行った。 
 
計算書類等に対する経営者の責任 
 経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準
拠して計算書類及びその附属明細書を作成し適正に表示することにある。これには、
不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない計算書類及びその附属明細書を作成し適正
に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれ
る。 
 
監査人の責任 
 当監査法人の責任は、当監査法人が実施した監査に基づいて、独立の立場から計算
書類及びその附属明細書に対する意見を表明することにある。当監査法人は、我が国
において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基
準は、当監査法人に計算書類及びその附属明細書に重要な虚偽表示がないかどうかに
ついて合理的な保証を得るために、監査計画を策定し、これに基づき監査を実施する
ことを求めている。 
 監査においては、計算書類及びその附属明細書の金額及び開示について監査証拠を
入手するための手続が実施される。監査手続は、当監査法人の判断により、不正又は
誤謬による計算書類及びその附属明細書の重要な虚偽表示のリスクの評価に基づいて
選択及び適用される。監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するための
ものではないが、当監査法人は、リスク評価の実施に際して、状況に応じた適切な監
査手続を立案するために、計算書類及びその附属明細書の作成と適正な表示に関連す
る内部統制を検討する。また、監査には、経営者が採用した会計方針及びその適用方
法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての計算書類及びその
附属明細書の表示を検討することが含まれる。 
 当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断し
ている。 
 
監査意見 
 当監査法人は、上記の計算書類及びその附属明細書が、我が国において一般に公正
妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、当該計算書類及びその附属明細書に係
る期間の財産及び損益の状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと
認める。 
 
強調事項 
 重要な後発事象に記載されているとおり、会社は、平成25年12月24日開催の取締役
会決議に基づき、平成26年４月１日付で子会社７社を吸収合併している。 
 当該事項は、当監査法人の意見に影響を及ぼすものではない。 
 
利害関係 
 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載す
べき利害関係はない。 

以 上

 



 

－  － 
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監査役会の監査報告書 謄本 

監 査 報 告 書  

 当監査役会は、平成25年４月１日から平成26年３月31日までの第69期事業
年度の取締役の職務の執行に関して、各監査役が作成した監査報告書に基づ
き、審議の上、本監査報告書を作成し、以下のとおり報告いたします。 
 
１．監査役及び監査役会の監査の方法及びその内容 

 監査役会は、監査の方針、職務の分担等を定め、各監査役から監査の実
施状況及び結果について報告を受けるほか、取締役等及び会計監査人から
その職務の執行状況について報告を受け、必要に応じて説明を求めまし
た。 

 各監査役は、監査役会が定めた監査役監査の基準に準拠し、監査の方
針、職務の分担等に従い、取締役、内部監査部門その他の使用人等と意思
疎通を図り、情報の収集及び監査の環境の整備に努めるとともに、取締役
会、月次事業報告会、その他重要な会議に出席し、取締役及び使用人等か
らその職務の執行状況について報告を受け、必要に応じて説明を求め、重
要な決裁書類等を閲覧し、本社及び主要な事業所において業務及び財産の
状況を調査いたしました。また、事業報告に記載されている取締役の職務
の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制その他株式会
社の業務の適正を確保するために必要なものとして会社法施行規則第100
条第１項及び第３項に定める体制の整備に関する取締役会決議の内容及び
当該決議に基づき整備されている体制（内部統制システム）については、
取締役及び使用人等からその構築及び運用の状況について定期的に報告を
受け、必要に応じて説明を求め、意見を表明いたしました。子会社につい
ては、子会社の取締役及び監査役等と意思疎通及び情報の交換を図り、必
要に応じて子会社から事業の報告を受けました。以上の方法に基づき、当
該事業年度に係る事業報告及びその附属明細書について検討いたしまし
た。 

 さらに、会計監査人が独立の立場を保持し、かつ、適正な監査を実施し
ているかを監視及び検証するとともに、会計監査人からその職務の執行状
況について報告を受け、必要に応じて説明を求めました。また、会計監査
人から「職務の遂行が適正に行われることを確保するための体制」（会社
計算規則第131条各号に掲げる事項）を「監査に関する品質管理基準」
（平成17年10月28日企業会計審議会）等に従って整備している旨の通知を
受け、必要に応じて説明を求めました。以上の方法に基づき、当該事業年
度に係る計算書類（貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書及び
個別注記表）及びその附属明細書並びに連結計算書類（連結貸借対照表、
連結損益計算書、連結株主資本等変動計算書及び連結注記表）について検
討いたしました。 

 



 

－  － 
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２．監査の結果 
(1) 事業報告等の監査結果 

一 事業報告及びその附属明細書は、法令及び定款に従い、会社の状況
を正しく示しているものと認めます。 

二 取締役の職務の執行に関する不正の行為又は法令もしくは定款に違
反する重大な事実は認められません。 

三 内部統制システムに関する取締役会決議の内容は相当であると認め
ます。また、当該内部統制システムに関する事業報告の記載内容及
び取締役の職務の執行についても、財務報告に係る内部統制を含
め、指摘すべき事項は認められません。 

(2) 計算書類及びその附属明細書の監査結果 
 会計監査人聖橋監査法人の監査の方法及び結果は相当であると認めま
す。 

(3) 連結計算書類の監査結果 
 会計監査人聖橋監査法人の監査の方法及び結果は相当であると認めま
す。 

 

平成26年５月８日  

オルガノ株式会社 監査役会  

常勤監査役 中 村 聖 和 

社外監査役 中 根 俊 章 

社外監査役 星  一 也 
  

 

以 上 

 

 



 

－  － 
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株主総会参考書類 
 

第１号議案 剰余金の処分の件 

 剰余金の処分につきましては、以下のとおりといたしたいと存じます。 

 

 期末配当に関する事項 

 当社は、将来の事業展開を総合的に勘案し、収益に応じた配当を行う

ことを基本としております。 

 第69期の期末配当につきましては、当事業年度の業績並びにその他諸

般の状況等を勘案いたしまして、以下のとおりといたしたいと存じます。 

(1) 配当財産の種類 

 金銭といたします。 

(2) 配当財産の割当てに関する事項及びその総額 

 当社普通株式１株につき金４円といたしたいと存じます。 

 なお、この場合の配当総額は230,408,272円となります。 

(3) 剰余金の配当が効力を生じる日 

 平成26年６月30日といたしたいと存じます。 

 



 

－  － 
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第２号議案 取締役７名選任の件 

 取締役 山根修二氏は本定時株主総会終結の時をもって取締役を辞任さ

れ、また、取締役 奥園修一、浦井紀久、渡邊大輔、豊田正彦、古内 力

の５氏は本定時株主総会終結の時をもって任期満了となります。つきまし

ては、コーポレート・ガバナンスの強化を図るため社外取締役１名を増員

し、取締役７名の選任をお願いいたしたいと存じます。 

 取締役候補者は次のとおりであります。 

候補者
番 号

氏 名
（生 年 月 日）

略歴、当社における地位、担当 
（重 要 な 兼 職 の 状 況） 

所 有 す る 
当 社 
株 式 の 数 

１ 浦
うら

井
い

紀
のり

久
ひさ

(昭和26年２月20日生)

昭和49年４月 当社入社 
平成19年４月 当社執行役員開発センター

第一開発部長 
平成21年６月 当社執行役員技術生産セン

ターＡＥＣ長 
平成22年１月 当社執行役員技術生産セン

ターＡＥＣ長兼ＩＥＣ長 
平成22年６月 当社取締役兼執行役員技術

生産センター長 
平成23年６月 当社取締役兼常務執行役員

技術生産センター長兼技術
生産管理部長 

平成24年４月 当社取締役兼常務執行役員
エンジニアリング本部長 

平成26年４月 当社取締役兼常務執行役員
オルガノエコテクノ(株)取
締役会長（代表取締役） 
現在にいたる 

（担当） 
エンジニアリング本部、いわき工場担当 

8,000株 

２ 奥
おく

園
ぞの

修
しゅう

一
いち

(昭和28年９月１日生)

昭和53年４月 東洋曹達工業(株) 
（現 東ソー(株)）入社 

平成16年６月 同社南陽研究所企画管理室
長 

平成17年６月 同社南陽研究所長 
平成20年６月 同社理事南陽研究所長 
平成22年６月 当社取締役兼常務執行役員

経営企画部長兼貿易管理室
長 

平成23年６月 当社取締役兼常務執行役員
貿易管理室長 
現在にいたる 

（担当） 
法務特許部、環境安全品質保証部、開発セ
ンター担当 

9,000株 



 

－  － 
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候補者
番 号

氏 名
（生 年 月 日）

略歴、当社における地位、担当 
（重 要 な 兼 職 の 状 況） 

所 有 す る 
当 社 
株 式 の 数 

３ 渡
わた

邊
なべ

大
だい

輔
すけ

(昭和28年６月９日生)

昭和51年４月 当社入社 
平成17年６月 当社プラント事業部長 
平成19年４月 当社執行役員プラント事業

部長 
平成20年４月 当社執行役員プラント事業

本部プラント事業部長 
平成22年６月 当社取締役兼執行役員産業

プラント本部長 
平成23年６月 当社取締役兼常務執行役員

産業プラント本部長 
現在にいたる 

（担当） 
台湾支店、オルガノプラントサービス
(株)、海外グループ会社担当 

29,000株 

４ 豊
とよ

田
だ

正
まさ

彦
ひこ

(昭和30年８月23日生)

昭和53年４月 東洋曹達工業(株) 
（現 東ソー(株)）入社 

平成16年６月 同社機能材料事業部ゼオラ
イト部長 

平成17年５月 トーソー・ヘラスA.I.C.取
締役社長（平成22年６月退
任） 

平成22年６月 東ソー(株)ポリマー事業部
機能性ポリマー部長 

平成24年５月 同社理事ポリマー事業部機
能性ポリマー部長 

平成24年６月 当社取締役兼常務執行役員
機能商品本部長 
現在にいたる 

平成25年11月 (株)ホステック取締役会長
（代表取締役） 
現在にいたる 

（担当） 
オルガノフードテック(株)、オルガノ・ハ
イテック(有)担当 

11,000株 

５ 
※ 

堀
ほり

   比
ひ

斗
と

志
し

(昭和32年11月19日生)

昭和59年４月 東洋曹達工業(株) 
（現 東ソー(株)）入社 

平成８年４月 同社社長室 
環境テクノ(株)取締役 

平成18年６月 東ソー(株)電子材料事業部
企画開発室長兼構造改革本
部 

平成23年６月 同社高機能材料事業部企画
開発室長兼生産技術部 

平成24年３月 環境テクノ(株)取締役社長
（代表取締役） 
現在にいたる 

平成24年６月 東ソー(株)理事 
現在にいたる 

7,000株 



 

－  － 
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候補者
番 号

氏 名
（生 年 月 日）

略歴、当社における地位、担当 
（重 要 な 兼 職 の 状 況） 

所 有 す る 
当 社 
株 式 の 数 

６ 古
ふる

内
うち

 力
ちから

(昭和29年10月11日生)

昭和52年４月 当社入社 
平成20年４月 オルガノアクティ(株)取締

役社長（代表取締役）（平
成22年３月退任） 

平成21年６月 当社経営管理部長 
平成22年４月 当社執行役員機能商品事業

部長兼第二営業部長 
オルガノ・ハイテック(有)
取締役社長（代表取締役）
（平成24年３月退任） 

平成22年６月 当社執行役員産業プラント
本部機能商品事業部長 

平成24年４月 当社執行役員 
オルガノ東京(株)取締役社
長（代表取締役）（平成26
年４月退任） 

平成24年６月 当社取締役兼執行役員 
平成26年４月 当社取締役兼執行役員経営

統括本部人事部長 
現在にいたる 

11,000株 

７ 
※ 

中
なか

根
ね

俊
とし

章
あき

(昭和24年６月25日生)

昭和50年４月 小野田セメント(株) 
（現  太平洋セメント
(株)）入社 

平成12年10月 グランドセメントマニュ
ファクチャリング(株)（現
タイヘイヨウセメントフィ
リピンズ(株)）上級副社長
（平成15年９月退任） 

平成15年９月 太平洋セメント(株)情報シ
ステム部 部長 

平成18年４月 山陽白色セメント(株)取締
役社長（代表取締役） 

平成23年４月 同社顧問（平成23年６月退
任） 

平成23年６月 当社社外監査役 
現在にいたる 

1,000株 

（注）１．※印は、新任の取締役候補者であります。 
２．取締役候補者と当社との間の特別の利害関係は、次のとおりであります。 

豊田正彦氏は、(株)ホステックの取締役会長（代表取締役）であり、当社は同
社との間に製品の仕入れ及び販売並びに資金の貸付等の取引関係があります。 
堀 比斗志氏は、環境テクノ(株)の取締役社長（代表取締役）であり、当社は
同社との間に製品の仕入れ及び販売並びに業務委託等の取引関係があります。 
上記以外の各取締役候補者と当社との間には、特別の利害関係はありません。 

３．奥園修一氏の当社の親会社である東ソー(株)での過去５年間の地位及び担当は、
上記略歴、当社における地位、担当（重要な兼職の状況）欄に記載のとおりで
あります。 



 

－  － 
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４．豊田正彦氏の当社の親会社である東ソー(株)及びその子会社（トーソー・ヘラ
スA.I.C.）での過去５年間の地位及び担当は、上記略歴、当社における地位、
担当（重要な兼職の状況）欄に記載のとおりであります。 

５．堀 比斗志氏の当社の親会社である東ソー(株)及びその子会社（環境テクノ
(株)）での過去５年間及び現在の地位及び担当は、上記略歴、当社における地
位、担当（重要な兼職の状況）欄に記載のとおりであります。 

６．中根俊章氏は社外取締役候補者であります。 
７．中根俊章氏は、他社の取締役として培われた会社経営に関する豊富な知識・経

験を有しておられ、当社の社外監査役としての経験も有しておられます。この
経験及び見識を活かし、当社の経営全般に対する助言が期待できるため、社外
取締役として選任をお願いするものであります。なお、同氏の当社社外監査役
の在任期間は、本定時株主総会終結の時をもって３年であります。 

８．現在当社と中根俊章氏との間では、会社法第427条第１項及び当社定款の定め
に基づき、責任限定契約を締結しておりますが、同氏が取締役に選任された場
合、同氏との間で改めて同様の責任限定契約を締結する予定であります。その
契約の内容の概要は次のとおりであります。 
・同氏が社外取締役の職務をなすにあたり、任務を怠ったことにより当社に対

し会社法第423条第１項の損害賠償責任を負う場合は、会社法第425条第１項
に定める最低責任限度額を限度額とする。 

・上記の責任限定が認められるのは、同氏が職務の遂行について、善意でかつ
重大な過失がないときに限るものとする。 

９．当社は、社外監査役である中根俊章氏を東京証券取引所の定めに基づく独立役
員として指定し、同取引所に届け出ておりましたが、今回の取締役選任にあた
り、改めて同氏を社外取締役である独立役員として指定する旨を、同取引所に
届け出ております。 



 

－  － 
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第３号議案 監査役１名選任の件 

 監査役 中根俊章氏は本定時株主総会終結の時をもって監査役を辞任さ
れます。つきましては、改めて監査役１名の選任をお願いいたしたいと存
じます。 
 なお、本議案の提出につきましては、監査役会の同意を得ております。 

 監査役候補者は次のとおりであります。 

氏 名
（生 年 月 日）

略 歴 、 当 社 に お け る 地 位 
（重 要 な 兼 職 の 状 況） 

所 有 す る 
当 社 
株 式 の 数 

※ 

永
なが

井
い

素
もと

夫
お

（昭和29年３月４日生）

昭和52年４月 (株)日本興業銀行入行 
平成21年４月 (株)みずほコーポレート銀行

（現 (株)みずほ銀行）常務
執行役員営業担当役員（平成
23年４月退任） 

平成23年４月 みずほ信託銀行(株)副社長執
行役員 

平成23年６月 同社取締役副社長（代表取締
役）兼副社長執行役員 

平成24年11月 同社取締役副社長（代表取締
役）兼副社長執行役員株式戦
略ユニット長 

平成25年４月 同社取締役副社長（代表取締
役）兼副社長執行役員 

平成26年４月 同社理事 
現在にいたる 

3,000株 

（注）１．※印は、新任の監査役候補者であります。 
２．監査役候補者 永井素夫氏と当社との間には特別の利害関係はありません。 
３．同氏は社外監査役候補者であります。 
４．同氏は、金融機関の取締役として培われた会社経営に関する豊富な知識・経験

を有しておられ、当社の監査業務の一層の強化に資すると期待できるため、社
外監査役として選任をお願いするものであります。 

５．同氏が監査役に選任された場合、同氏との間で会社法第427条第１項及び当社
定款の定めに基づき、責任限定契約を締結する予定であります。その契約の内
容の概要は次のとおりであります。 
・同氏が社外監査役の職務をなすにあたり、任務を怠ったことにより当社に対

し会社法第423条第１項の損害賠償責任を負う場合は、会社法第425条第１項
に定める最低責任限度額を限度額とする。 

・上記の責任限定が認められるのは、同氏が職務の遂行について、善意でかつ
重大な過失がないときに限るものとする。 

６．当社は、同氏を東京証券取引所の定めに基づく独立役員として指定する旨を、
同取引所に届け出ております。 



 

－  － 
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第４号議案 補欠監査役２名選任の件 

 監査役が法令に定める員数を欠くことになる場合に備え、補欠監査役２

名の選任をお願いいたしたいと存じます。 

 補欠監査役候補者は次のとおりであり、小暮 茂氏は監査役 中村聖和

氏の補欠、岩渕節男氏は社外監査役の補欠であります。 

 当該補欠監査役につきましては、監査役が法令に定める員数を欠くこと

を就任の条件とし、その任期は前任者の残存期間とします。 

 なお、本議案の提出につきましては、監査役会の同意を得ております。 

候補者
番 号

氏 名
（生 年 月 日）

略 歴 、 当 社 に お け る 地 位 
（重 要 な 兼 職 の 状 況） 

所 有 す る 
当 社 
株 式 の 数 

１ 小
こ

暮
ぐれ

 茂
しげる

(昭和25年１月１日生)

昭和47年４月 当社入社 
平成14年６月 当社カスタマーサービスセ

ンター長 
平成17年６月 当社執行役員ソリューショ

ン事業部長 
平成20年４月 当社執行役員九州支店長 

オルガノ九州(株)取締役社
長（代表取締役） 

平成23年４月 当社九州支店長（平成25年
３月退任） 

平成25年４月 オルガノ九州(株)顧問（平
成26年３月退任） 

2,593株 

２ 岩
いわ

渕
ぶち

節
せつ

男
お

(昭和18年３月３日生)

昭和43年４月 東洋曹達工業(株) 
（現 東ソー(株)）入社 

平成９年６月 同社理事関連企業部長 
平成10年６月 同社取締役関連企業部長

（平成12年６月退任） 
平成12年６月 ロンシール工業(株)専務取

締役 
平成13年６月 同社取締役社長（代表取締

役）（平成19年６月退任）
平成19年６月 東ソー(株)常勤監査役（平

成23年６月退任） 
東北東ソー化学(株)監査役
（平成23年６月退任） 

０株 

（注）１．各補欠監査役候補者と当社との間には特別の利害関係はありません。 
２．岩渕節男氏の当社の親会社である東ソー(株)及びその子会社（東北東ソー化学

(株)）での過去５年間の地位及び担当は、上記略歴、当社における地位（重要
な兼職の状況）欄に記載のとおりであります。 

３．岩渕節男氏は補欠の社外監査役候補者であります。 
４．岩渕節男氏は他社の取締役及び監査役として培われた会社経営・監査実務に関

する豊富な知識・経験を有しておられ、当社の監査業務の一層の強化に資する
と期待できるため、補欠の社外監査役として選任をお願いするものであります。 



 

－  － 
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５．社外監査役に欠員が生じ、岩渕節男氏が就任することとなったときは、同氏と
の間で会社法第427条第１項及び当社定款の定めに基づき、責任限定契約を締
結する予定であります。その契約の内容の概要は次のとおりであります。 
・同氏が社外監査役の職務をなすにあたり、任務を怠ったことにより当社に対

し会社法第423条第１項の損害賠償責任を負う場合は、会社法第425条第１項
に定める最低責任限度額を限度額とする。 

・上記の責任限定が認められるのは、同氏が職務の遂行について、善意でかつ
重大な過失がないときに限るものとする。 

 

第５号議案 取締役の報酬額改定の件 

 当社の取締役の報酬額は、平成18年６月29日開催の第61回定時株主総会

において、年額３億4,000万円以内とご承認いただき今日に至っておりま

す。今般、コーポレート・ガバナンスを強化し、社外取締役の選任及び今

後の役割拡大に備えるため、取締役の報酬額を現在の年額３億4,000万円

以内に据え置いたうえで、社外取締役の報酬額を年額4,000万円以内に改

定させていただきたいと存じます。 

 なお、取締役の報酬額には、従来どおり使用人兼務取締役の使用人分の

給与は含まないものといたしたいと存じます。 

 また、現在の取締役は９名でありますが、第２号議案が原案どおり承認

可決されますと、取締役は10名（うち社外取締役１名）となります。 

 
以 上 
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